
令　和　5　年　度

施　工　月　日

工　事　番　号

施　工　方　法

工　事　期　間

　

三原市役所

　　　　　　　　　日間

令和　　年　　月　　日

漁場基盤改良事業

第　　　　　　　　　号

タコ壺型魚礁沈設工事

三原市鷺浦町須波(佐木島)地先

工　　事　　概　　要 施　　工　　理　　由

タコ壺型魚礁　４基 　

仕 様 書

県費補助



 1 / 2 

 

特 記 仕 様 書 
 

Ⅰ 総 則 

   本仕様書は，タコ壺型魚礁沈設工事の施工に関する事項を示すもので，この仕様書に

記載されていない一般事項は「三原市請負工事請負契約約款」，「広島県土木工事共通仕

様書」，「漁港漁場関係工事共通仕様書」及び設計図書内に記載されている事項によるも

のとする。 

 

Ⅱ 特記仕様事項 

 １ 工事の目的 

   本工事は，マダコ及びその他の魚類を対象とする魚礁漁場を人工的に造成し，漁船漁

業による生産力の増大を図るものである。 

   本工事に使用する構造物は，別添「参考図面」と同等の機能を有する魚礁とする。 

 

 ２ 施工場所 

   三原市鷺浦町須波(佐木島)地先（別添「位置図，沈設範囲図，標準配置図，標準断面

図」のとおり。） 

 

 ３ 構造物の積込等ヤード 

  (1) ヤードは，三原市幸崎能地四丁目 4148-11 の能地漁港内を見込んでいる。（別添「運

搬距離図」のとおり。） 

  (2) ヤード使用後は整地をして使用前の状態に戻すこと。 

 

 ４ 浮標等の設置 

  (1) 浮標等の設置にあたっては，監督員･漁協組合員の立会いのもとで基点を設置した  

後に沈設範囲を測量し，浮標等を設置すること。なお，工事完了後は速やかに浮標

等を撤収すること。 

  (2) 浮標等は，海上において視認しやすく，かつ工期中波浪及び潮流に十分耐えうるも

のを設置すること。 

 

 ５ 魚礁の沈設方法 

魚礁はクレーンで吊り上げ，海底に完全に着底したことを確認した後にワイヤーロー

プを取り外すこと。 

 

 ６ 安全対策 

本工事施工にあたっては，地元関係者･漁業組合等とも連絡を計るとともに，水陸交通

等公衆に迷惑を及ぼさないよう気象･海象･交通･航行の状況をあらかじめ調査し，標識･

防護柵等の設置など安全対策を行うこと。また，本工事施工にあたっての警戒船の配備

については，「警戒船配備に関する特記仕様書」のとおりとする。 

 

 ７ 事前調査 

   事前に指定した範囲（100ｍ×60ｍ，20ｍ間隔）を音響測探機により深浅測量を行い，

測深結果を提出する。 
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 ８ 沈設出来形管理 

  (1) 魚礁の沈設前及び沈設完了後に，音響測探機により深浅測量を行い，出来形図表を

作成し，測深結果記録紙及び航跡図を併せて提出すること。 

(2) 魚礁の沈設完了後に，潜水士による沈設状況確認をするとともに，沈設位置から陸

地までの距離計測をし，報告書を提出すること。 

 

 ９ その他 

  (1) 本工事の施工にあたり関係官庁等に対する手続き及び提出書類等の処理は，受注者 

の責任と負担において行うこと。 

  (2) 本仕様書及び共通仕様書に示されていない事項で疑義が生じた場合は，監督員と協

議し決定する。 

 

以上 
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警戒船配備に関する特記仕様書 
 

１ 目 的 

  本特記仕様書は，タコ壺型魚礁沈設工事に伴う警戒船の配備について必要な事項を定め

ることにより，適正な警戒業務の実施に資するとともに，関係船舶及び実施海域付近を運

航する船舶の安全を図ることを目的とする。 

 

２ 場所等 

 (1) 場  所 

   三原市鷺浦町須波(佐木島)地先の海域（別添「警戒船配置図」のとおり。） 

 (2) 警戒船数 

  ① 事前調査及び出来形調査：警戒船１隻 

  ② 沈設作業：警戒船２隻 

 

３ 警戒船の業務 

  警戒船の業務は，工事の実施海域付近において，主として次の業務を行うものとする。 

(1) 工事及び航行制限の内容に関する情報を航行船舶等へ提供すること。 

(2) 工事の関係船舶の交通を整理すること。 

(3) 工事の実施海域に異常接近する船舶に対し注意を喚起すること。 

(4) 工事の実施海域内の関連施設及び工事作業等の関係船舶に異常接近する船舶の監視

を行うこと。 

(5) 工事の実施海域を示す標識その他の関連施設の異常の有無の監視を行うこと。 

(6) 工事の実施に伴い発生した事故により船舶交通に危険が生じ，又は生ずる恐れがあ

るときは，人命の安全確保及び船舶交通の危険を防止するため必要な応急措置を行うこ

と。 

(7) 工事の実施海域を示す標識その他の関連施設の異常を発見した場合又は工事の実施

海域及び警戒を行う区域内で事故が発生した場合は，実施海域内の関係者にその状況を

通報するとともに，発注者及び発注者が指定した者へ報告すること。 

 

４ 警戒船の設備等 

  警戒船に必要な設備は次のとおりとする。 

(1) 連絡設備：他の警戒船，工事の現場，関係海上保安官署と連絡が可能な無線設備又

は携帯電話 

(2) 監視機材：双眼鏡 

(3) 注意喚起器材：拡声器又は手旗又は赤旗又は信号灯又は探照灯又はサイレン 

(4) 表示器材：警戒船であることが容易に識別可能な横断幕又は表示板及び特別灯火

（青色閃光灯又は青と白の閃互光灯） 

(5) その他，発注者が求める設備等 

 

５ 警戒船の乗組員等 

  警戒船の乗組員等は次のとおりとする。 

(1) 警戒船を運航する乗組員のほか，１名の警戒業務に専従する者を配置すること。 

(2) 警戒業務に専従する者は，管区海上保安本部，海上保安監部，海上保安部，海上保
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安航空基地及び海上保安署が実施する専従警戒要員等を対象とした警戒業務に関する講

習のうち業務講習（以下「警戒業務講習」という。）を受講し，警戒業務に必要な関係

法令，警戒船の任務，警戒業務実施方法，緊急時の措置その他業務実施海域の気象・海

象の状況，船舶交通の状況等に関する知識，技能を習得していること。 

 

６ 注意事項 

(1) 警戒船の立場は，工事の情報を伝達する等他の船舶の安全航行について協力するも

のであって，他の船舶に対する指示権や航法上の優先権を有するものではないことに留

意すること。 

(2) 警戒船の船長は，海上衝突予防法，海上交通安全法及び港則法等関係法令を順守し，

航行の安全を確保すること。 

(3) 警戒船及び乗組員は，特別な指示による場合及び緊急の場合のほか，警戒を行う区

域を離れないこと。 

(4) 警戒船及び乗組員は，巡視船艇から海難救助等の緊急措置について協力要請があっ

た場合には，その旨を現場責任者等に報告し，指示を受けこれに協力すること。 

 

７ 提出書類 

発注者が定める日までに次のとおり提出なればならない。また，提出した書類に変更が

生じた場合には，直ちに発注者へ報告をし，承諾を得なければならない。 

(1) 着手時：契約締結日から 10 日以内 

① 警戒船の船名（１部） 

② 乗組員の名前（１部） 

③ 小型船舶操縦免許証の写し（１部） 

④ 警戒業務講習受講を証明する書類の写し（１部） 

⑤ 緊急時連絡体制表（１部） 

(2) その他，発注者が求める書類：発注者が指定する日まで（１部） 

 

 

以上 
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